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研究要旨 

 

 研究目的は、私的年金の普及と持続に影響する要因の解明と、さらなる普及に向け

た政策提言である。具体的には、諸外国と比較分析して日本の課題を精査し、エビデ

ンスに基づく政策検討のために実証分析を行う。社会保障制度改革国民会議は、公的

年金の給付水準の調整を補う私的年金での対応の支援の検討を求めている。 

 研究方法は、全体方針として、退職給付、個人型年金、受給方法の各テーマを進め

つつ、横断的に公私年金の連携に注目して総合的な政策提言を検討する。今年度は、

(1)中小中堅企業向け退職給付調査の設計では、昨年度調査を実施した地域以外の地

域を対象とし、割付後の送付数が 5 未満のセルでも 5 件を送付できるよう調整した。

調査の設計は、厚生労働省年金局企業年金・個人年金課の意見も聞きつつ研究メンバ

ーで行った。(2)中小企業における退職給付制度の決定要因の分析では、2018年と2019

年の調査結果を利用して回帰分析を行った。被説明変数には退職給付制度の有無を表

す９の変数とその水準を表す６の変数を利用し、説明変数には、企業の人事と財務に

対する考え方を表す変数などを投入した。(3)中小企業の年金制度設立の障害要因に

関する分析では、年金シニアプラン研究機構で 2017 年度に実施した「私的年金の普

及可能性に関する企業アンケート」の個票データを利用して回帰分析を行った。被説

明変数は各企業の DB 年金と DC 年金の導入状況、説明変数は財政的負担、手続き上の

負担などである。 

 研究結果は、次のとおり。(1)中小中堅企業向け退職給付調査の設計では、送付数

に対する回収数の比率（回収率）は、2018 年調査を大きく上回った（2018 年は 20％、

2019 年は 35％）。また、業種×地域のセルのうち無回答や回答が 1件のみだったセル

は 2018 年調査よりも減少した。(2)中小企業における退職給付制度の決定要因の分析

では、新卒採用を重視する会社は退職給付制度があり総支給額も多い、年功主義を重
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視する会社は退職給付制度が充実、DC 年金に関しては成果主義を重視する会社で多い、

節税効果があると考える企業ほどDB年金やDC年金などの年金制度を設ける傾向があ

り、退職給付制度は新規投資の制約になると考えている会社ほど DB 年金や社外積立

の退職金がない、近年に設立された会社であるほど退職給付制度がない企業が多く、

あるとしても退職金のみを採用する企業が多い、という傾向があった。(3)中小企業

の年金制度設立の障害要因に関する分析では、DB ありに対しては手続き上の負担、従

業員規模、株主・親会社の理解の係数が負で有意、厚生年金基金廃止が正で有意であ

った。DC ありに対しては、財政的負担、手続き上の負担の係数が負で有意、加入者へ

の投資教育負担と厚生年金基金廃止が正で有意であった。年金制度の有無には、概し

て退職金額と定年 61 歳以上と負の関係となっている可能性がある。 

 考察や示唆は、次のとおり。(1)中小中堅企業向け退職給付調査の設計では、019

年調査は 2018 年調査より良好な回収結果となったものの、業種×地域のセルのうち

回答がゼロ件や僅少だったセルがあることには留意が必要である。(2)中小企業にお

ける退職給付制度の決定要因の分析では、設立が新しく成果主義をとる企業の退職給

付制度が充実していない傾向が観察された。また、退職給付制度に節税効果を認める

企業ほど制度の整備に積極的であった。そのため、新設企業等を対象に、DC 年金設立・

運営の税制メリットを拡充することで、企業年金の実施を促進できる可能性がある。

また、新規投資先に資金を向けたい企業では退職給付制度が事業成長の妨げになると

考えている可能性があるため、新規事業支援との協調政策が必要だと考えられる。本

研究では変数として利用しなかったが、調査結果では、DB 年金や DC 年金を実施して

いる企業で事務負担が大きいと考える傾向も見られたため、事務負担を縮小していく

必要も考えられる。(3)中小企業の年金制度設立の障害要因に関する分析では、DB 年

金設立の障害要因としては、手続き上の負担、従業員規模、株主・親会社の理解を得

ることが考えられる。DC 年金設立の障害要因としては、財政的負担、手続き上の負担

が要因として考えられる。また、DC 年金実施企業においては投資教育も負担となって

いる可能性がある。さらに、退職金が多い企業ほど、定年延長を行っている企業ほど

年金制度がない傾向が認められた。企業の年金制度の設立が従業員への他のベネフィ

ットを考慮して総合的に決定される可能性がある。 
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1
  研究会に参加。 

Ａ．研究目的 

 研究目的は、私的年金の普及と持続に

影響する要因を明らかにし、さらなる普

及に向けた政策提言を行うことである。

具体的には、諸外国の制度や普及状況と

比較分析して日本の制度の課題を精査し、

エビデンスに基づく政策検討のために実

証分析も行って、政策提言を行う。 

 私的年金の普及と持続は、わが国の高

齢期の所得保障政策にとって重要な課題

である。公的年金の所得代替率がマクロ

経済スライドにより低下していくため、

社会保障制度改革国民会議(2013)は、公

的年金の給付水準の調整を補う私的年金

での対応の支援も検討を求めている。ま

た、中小企業を中心に退職給付（企業年

金や退職一時金）の実施率が低下してお

り、自助努力の重要性が高まっている。

加えて、退職給付では確定給付型が縮小

して確定拠出型が拡大しており、運用や

受取での個人の意思決定が重要になって

いる。 

 当研究の特色は５つある。(1)企業の財

務戦略と人的資源管理を融合させ、退職

給付制度を導入・継続するインセンティ

ブを分析する。従来は財務面が注目され

たが、近年は企業財務と人的資源管理を

融合した企業分析が行われており、これ

を退職給付に応用する。(2)主観的割引率

や心の会計等の行動経済学の観点で個人

型年金を分析する。英国を始めとする近

年の諸外国の私的年金政策では、個人の

意思決定の歪みが考慮されている。この

視点を日本に応用して研究する。(3)受給

段階も研究する。私的年金が高齢期の所

得保障となるには年金での受給が重要だ
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が、現実には一時金での受給が多い。米

国等の制度的対応策と、行動経済学等に

基づく個人の認知行動バイアスを分析す

る。(4)エビデンスに基づく政策検討のた

め、情報収集に加え実証分析も行う。(5)

広範かつ中立な産学官横断体制で研究す

る。 

 以上の全体的な問題意識のもと、今年

度の個別の研究目的は以下のように設定

した（以下は概要であり、詳細は各章を

参照）。 

○第１章 中小中堅企業向け退職給付調

査の設計と結果の概要 

 今後、マクロ経済スライドによって公

的年金の実質的な給付水準が低下してい

く見通しになっている。これを受けて、

社会保障・税一体改革関連法の成立後に

取りまとめられた社会保障制度改革国民

会議報告書（2013 年８月６日）は、私的

年金での対応への支援を課題として取り

上げた 。 

 このように公的年金が縮減され私的年

金の役割が重視されてきている一方で、

企業による退職給付は中小企業を中心に

縮小する傾向が見られ、社会的な問題と

なっている。そこで筆者らは、中小中堅

企業において退職給付が実施される（実

施されない）要因を財務戦略と人的資源

管理の両面から探索するため、従業員

100～299 人の法人企業に独自の企業ア

ンケートを実施した。対象地域は、昨年

度調査を実施した地域（東京・神奈川・

埼玉・千葉、大阪・兵庫・京都）以外の

地域とした。 

○第２章 中小企業における退職給付制度

の決定要因 

 本研究は、我が国の中小企業を対象と

して、退職一時金、確定給付（DB）年金、

確定給付（DC）年金といった退職給付制

度の設立および支給水準の要因を分析す

る。社会保障制度改革国民会議（2013）

では、公的年金の給付水準の低下が予測

されるなか、高齢者の生活水準維持に関

して、長期的で持続可能性なセーフティ

ネット機能（防貧機能）を強化していく

必要があり、公的年金を補う私的年金の

拡充への支援が求められるとしている。

駒村（2013）は公的年金の給付水準が大

幅に低下する場合は、公的財源は低所得

者に重点化される一方で、中高所得層の

自助努力の範囲は広がるため、私的年金

や企業年金への加入促進などにより、早

めに老後の準備を促進させる必要がある

としている。これまで、企業年金は公的

年金の上乗せとして位置づけられてきた

が、今後は公的年金の水準低下を補完す

るために拡充が期待されている。 

 しかし、このような状況のなか、企業

年金の実施状況は縮小傾向にある。特に、

中小企業では、退職給付制度を実施して

いない企業は増加し、また、実施してい

たとしても企業年金を採用する企業は減

少している。本研究は、政府統計では分

析できない要因について独自のサーベイ

調査を実施し、比較的最近に設立された

中小企業は、退職給付制度を実施してい

ない傾向があり、また中途採用を重視し

従業員評価が成果主義である企業、退職

給付制度は柔軟な新規投資の妨げになる

と考えている企業が退職給付制度、特に

年金制度を採用しない傾向があることを

明らかにする。これらは、これまでの研

究では十分に検証されてこなかったこと

である。 
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○第３章 中小企業の年金制度設立の障

害要因に関する分析 

 厚生労働省『就労条件総合調査』によ

れば、近年、中小企業の年金実施率が低

下している。例えば、従業員が 100～299

人の中小企業では、退職一時金制度と年

金制度の両方を実施していた企業は

2008 年では 36.3％であったのに対して、

2018 年では 20.5％となり、15.8％低下し

た。また、年金制度のみを実施している

企業は 15.8％であったのに対して、2018

年では 10.6％となり、5.0％低下した。

これに対して、退職一時金のみを実施し

ている企業は、2008 年では 36.2％であっ

たのに対して、2018 年では 50.8％となり、

17.7％増加している。 

 退職一時金制度でも従業員の老後の生

活水準維持に寄与できるが、年金制度は

年金資産が社外で管理される、退職後の

従業員が定期的に収入を得ることができ

るなどのメリットがあり、給付水準の低

下が予測される公的年金を補うことがで

きる重要な制度と言える。2001 年には確

定給付企業年金（DB 年金）と確定拠出年

金制度（DC 年金）が導入され、中小企業

が利用できる十分な制度がある。さらに、

2016年には従業員100名以下の企業に対

して、iDeCo+や簡易型 DC が導入され、年

金制度の充実が図られた。そこで本章で

は、中小企業の個票データを利用し、DB

年金、および DC 年金設立の障害要因は何

かについて分析する。さらに、年金制度

の設立は、退職金や高齢者雇用制度と関

連性があるかについて検証する。 

 

 また、上記の各章の内容に加えて、過

年度に実施した研究を精査・深耕し、学

会発表や論文投稿を行った。 

 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究は３年計画である。１年目は文

献調査やヒアリング、個人アンケート等

を通じて日本や諸外国の現状や課題を確

認した。２年目は企業アンケート等の実

施と、学会報告等で情報整理と分析を深

める。３年目は、前年度に調査しなかっ

た地域での企業アンケートを実施すると

ともに、過年度の成果を精査・深耕して

学会発表や論文投稿を行い、研究のまと

めと政策提言を行う。 

 以上の全体的な方針のもと、今年度の

個別の研究方法は以下のように設定した

（以下は概要であり、詳細は各章を参照）。 

○第１章 中堅企業向け退職給付調査の

設計と結果の概要 

 中小中堅企業において退職給付が実施

される（あるいは実施されない）要因を

財務戦略と人的資源管理の両面から探索

するため、従業員 100～299 人の法人企業

に独自の企業アンケートを実施した。調

査の設計は、厚生労働省年金局企業年

金・個人年金課の意見も聞きつつ研究メ

ンバーで行った。 

 アンケートは、分析可能性と政策検討

への必要性などを考慮して、次の企業を

対象とした。従業員数：100～299 人、業

種：不問（ただし送付数が僅少となる業

種と学校法人・公務を除外）、地域：昨年

度実施した地域（東京・神奈川・埼玉・

千葉、大阪・兵庫・京都）以外の地域、

割付：経済センサス 2016 を基に業種×地

域。割付においては次の点に注意した。

地域の区分は、2018 年度は送付先が関東
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と近畿の１都２府４県に限定され、かつ

各都府県に業種(大分類)ごとにある程度

の送付企業数が存在しうることから都府

県ごとに割り付けた。しかし 2019 年度は、

対象が 37 道県に及び、業種(大分類)×道

県で割り付けると送付企業数がゼロとな

ることや割り付け費用がかさむことから、

地域区分で割り付けた。また、2019 年調

査では、2018 年調査で回収数がゼロのセ

ル（業種×都府県）が発生した反省を活

かして、割付後の送付数が 5 未満のセル

でも 5 件を送付できるよう調査会社に依

頼する企業数を調整した。 

 回収率を上げるため、回答の容易さを

考慮して質問紙による郵送調査とし、設

問の設計においても回答の容易さを考慮

した。 

○第２章 中小企業における退職給付制度

の決定要因 

 本研究では、企業の人事・財務に関す

る考え方と会社の設立年が、企業の退職

給付制度の有無とその水準に影響がある

か検証するため、2018 年と 2019 年の調

査結果を利用して、回帰分析を行った。

被説明変数は退職給付制度の有無と水準

に関する変数、説明変数は企業の人事・

財務に関する考え方を表す変数および会

社の設立年を表すダミー変数、コントロ

ール変数である。 

 被説明変数には退職給付制度の有無を

表す９の変数とその水準を表す６の変数

を利用する。制度の有無を表す被説明変

数として、退職一時金制度あるいは年金

制度の何れか一つ以上の制度がある「退

職給付あり」、および「退職金のみ」「年

金のみ」「退職金・年金両制度」を採用す

る。また、より詳細な分析を行うため、

「社内積立退職金あり」、「社外積立退職

金あり」、「厚生年金基金あり」、「DB あり」、

「DC あり」を採用する。退職給付制度が

ある企業におけるその水準を表す被説明

変数として、「退職給付支給総額」を採用

する。この変数は、新卒で入社し定年で

退職する社員が退職金や年金を総額でど

の程度受け取る設計となっているかを選

択肢で尋ねた質問の回答である。なお、

年金は全額を一時金で受け取った場合を

想定してもらった。次に、この総支給額

のうち各退職給付制度での受け取る割合

として、「社内積立退職金割合」、「社外積

立退職金割合」、「厚生年金基金割合」、「DB

割合」、「DC 割合」を採用する。 

 説明変数には、企業の人事に対する考

え方を表す変数として「新卒採用・中途

採用」と「年功主義・成果主義」、財務に

対する考え方を表す変数として「節税効

果」、「新規投資制約」、の計４変数を利用

する。既存の研究を見ると、人事に対す

る考え方については、Lazear (1979, 

1981)、Ippolito（1985）、佐々木（2009）

は給付建ての退職給付制度は、長期勤続

と企業特殊的技能の蓄積に繋がるとして

いることから、新卒採用や年功主義は DB

年金制度の利用に関連する可能性がある。

一方で、DC 年金制度は拠出建ての制度で

あり賃金との連動性が他の制度よりも高

いこと、またポータビリティーの高い制

度である。したがって、中途採用や成果

主義は DC 年金の利用に関連する可能性

がある。また、財務に対する考え方につ

いては、年金制度には税制上のメリット

があり、制度を設けて積極的に掛金拠出

を行うべきとされている（Black, 1980; 

Tepper, 1981)。一方で、近年の研究では、
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税制上のメリットは年金制度の利用する

主たる理由とはならないとする研究や

（Cocco, 2014）、企業年金自体には税メ

リットはなく、負債の節税メリットを通

してのみ効果があるとする研究もある

(Omori and Kitamura, 2020)。新規投資の制

約については、Rauh (2006)は、米国デー

タを利用して、年金財政が悪化し、掛金

の追加拠出の可能性が高まると、企業の

設備投資等の事業への投資が抑制される

ことを実証した。Bakke and Whited (2012)

は、さらに広範囲のデータを利用して、

企業年金と企業の事業本体との関連を分

析し、年金への追加拠出の可能性がある

と、企業は研究開発投資や雇用を抑制す

ることを実証した。本研究では、中小企

業でも、このような考え方があるのかを

検証する。 

○第３章 中小企業の年金制度設立の障

害要因に関する分析 

 本研究では、年金シニアプラン研究機

構で 2017 年度に実施した「私的年金の普

及可能性に関する企業アンケート」の個

票データを利用する。このうち、従業員

が 299 名以下の中小企業を抽出した 283

社を対象に分析を行った。当アンケート

には、各企業の DB 年金および DC 年金の

実施状況と、これらの年金制度を導入す

る場合の障害要因ついて、それぞれ尋ね

ている。 

 DB 年金および DC 年金の有無と導入す

る場合の障害要因を分析するため、回帰

分析を行う。被説明変数は、各企業の DB

年金と DC 年金の導入状況を表す変数で

あり、「DB あり」と「DC あり」を採用す

る。メインとなる説明変数は、DB 年金の

障害要因としては、財政的負担、手続き

上の負担、従業員規模、株主・親会社の

理解、労働組合・従業員の理解、会社の

経営状態、その他を利用する。各変数は、

該当する場合は１、そうでない場合は０

であるダミー変数である。当該質問は複

数回答可能である。DC 年金の障害要因と

しては、財政的負担、手続き上の負担、

加入者への投資教育の負担、株主・親会

社の理解、労働組合・従業員の理解、会

社の経営状態、その他を利用する。各変

数は、該当する場合は１、そうでない場

合は０であるダミー変数である。当該質

問は複数回答可能である。DB 年金と DC

年金の障害要因は、それぞれ、別の質問

として尋ねられている。またコントロー

ル変数として、過去における厚生年金基

金を廃止したかを表すダミー変数、資本

金、非製造業を表すダミー変数、本社が

東京都にあるかを表すダミー変数を利用

する。 

 加えて、DB 年金、DC年金、あるいは何

れかの年金制度の有無と、退職金や定年

延長の関連性を分析する。退職金制度、

定年延長制度が企業の負担であれば、年

金制度の新設（厚生年金基金や適格退職

年金からの移行）にも影響があるはずで

ある。説明変数は、高卒男子の一般的な

退職金額を３分位（高位、中位、低位）

とするダミー変数と、定年 61 歳以上を表

すダミー変数である。コントロール変数

は、過去における厚生年金基金を廃止し

たかを表すダミー変数、資本金、非製造

業を表すダミー変数、本社が東京都にあ

るかを表すダミー変数を利用する。 

（倫理面への配慮） 

 アンケート調査の実施をプライバシー

マーク取得済企業に委託するなど、社内
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規定に基づいて人権擁護や情報保護に十

分配慮し情報漏洩などがないよう適正な

管理に努めた。また、データのクロス集

計等により、集計結果が少数例（３以下

とする）で、生活状況および社会経済的

状況等の項目から個人が特定されてしま

うような場合は、秘匿処置としてそのデ

ータは公表しないこととした（今回は企

業調査のため、該当事例はなかった）。 

 

 

Ｃ．研究結果 

 上記の研究方法により、今年度は次の

ような研究結果を得た（以下は概要であ

り、詳細は各章を参照）。 

○第１章 中堅企業向け退職給付調査の

設計と結果の概要 

 今年度は、母集団 22,040 社に対して送

付数が 4933 社で、有効回収数は 1722 社

あった。母集団に対する送付数の比率（抽

出率）は 2018 年調査と同等だったが

（2018 年は 20％、2019 年は 22％）、送付

数に対する回収数の比率（回収率）は、

2018 年調査を大きく上回った（2018 年は

20％、2019 年は 35％）。また、業種×地

域のセルのうち無回答だったセルは 14

×11＝154 セルのうち 7 セル、回収数が

１のセルが同 10 セルで、ともに 2018 年

の 91 セル中 9 セルと 15 セルよりも良好

な回収結果となった。 

○第２章 中小企業における退職給付制度

の決定要因 

 分析の結果、新卒採用を重視する会社

は、中途採用を重視する会社と比較して、

退職給付制度がある企業が多く、また総

支給額も多いため、制度が充実している

傾向がある。同様に年功主義を重視する

会社は、成果主義を重視する会社と比較

して、退職給付制度が充実している傾向

がある。ただし、DC 年金に関しては成果

主義を重視する会社で多いことがわかっ

た。また、会社の年金制度には節税効果

があると考える企業ほど、DB 年金や DC

年金などの年金制度を設ける傾向があり、

一方で、退職給付制度は会社の柔軟な新

規投資の制約になると考えている会社ほ

ど、DB 年金や社外積立の退職金がない傾

向があった。さらに、近年に設立された

会社であるほど、退職給付制度がない企

業が多く、あるとしても、退職金のみを

採用する企業が多く DB 年金制度がある

企業は少ない傾向がある。 

○第３章 中小企業の年金制度設立の障

害要因に関する分析 

 分析の結果、DB ありに対しては、手続

き上の負担、従業員規模、株主・親会社

の理解の係数が負で有意であった。この

中では、株主・親会社の理解のインパク

トが大きい。一方で、財政的負担、労働

組合・従業員の理解、会社の経営状態は

有意ではなかった。コントロール変数で

は厚生年金基金廃止が正で有意であった。

DC ありに対しては、財政的負担、手続き

上の負担の係数が負で有意であった。一

方で、加入者への投資教育負担は正で有

意であった。また、株主・親会社、労働

組合・従業員の理解、会社の経営状態が

有意ではなかった。コントロール変数で

は厚生年金基金廃止が正で有意であった。

また、年金制度の有無には、概して退職

金額と負の関係があることがわかる。ま

た、定年 61 歳以上と年金制度の実施に関

しても負の関係となっている可能性があ

る。厚生年金基金の係数も負であった。 
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D．考察・結論・示唆 

 上記の研究結果をもとに、次のように

考察し結論や示唆を得た（以下は概要で

あり、詳細は各章を参照）。 

○第１章 中堅企業向け退職給付調査の

設計と結果の概要 

 2019 年調査は 2018 年調査より良好な

回収結果となったものの、業種×地域の

セルのうち回答がゼロ件だったセルがあ

るため、回収数に復元率を掛けて合計し

ても母集団の総数とは一致しない点には

留意が必要である。また、回収数が少数

のセルが（例えば回収数が１のセルが、

2018 年は 91 セル中 15 セル、2019 年は

154 セル中 10 セル）存在するため、復元

した場合に少数の回答が過大評価される

ことに留意する必要がある。 

○第２章 中小企業における退職給付制度

の決定要因 

 現状、中小企業の退職給付制度が縮小

傾向にあるが、公的年金の給付水準の低

下が予測されるなか、高齢者の生活水準

維持するためには、公的年金を補う私的

年金を充実していくことが求められてい

る。そのためには、中小企業の退職給付

制度を充実させる政策の展開が必要であ

る。本研究の分析結果によれば、中小企

業では、設立が新しく、成果主義をとる

企業の退職給付制度が充実していない傾

向が観察された。また、退職給付制度に

節税効果を認める企業ほど、制度の整備

に積極的であった。そのため、新設企業

等を対象に、DC 年金設立・運営の税制メ

リットを拡充することで、企業年金の実

施を促進できる可能性がある。また、新

規投資先に資金を向けたい企業では、退

職給付制度が事業成長の妨げになってい

ると考えている可能性があるため、新規

事業支援との協調政策が必要だと考えら

れる。本研究では変数として利用しなか

ったが、本研究で実施したアンケート調

査の結果では、DB 年金や DC 年金を実施

している企業で、退職給付制度に対する

事務負担が大きいとする傾向も見られた。

そのため、中小企業の事務負担を縮小し

ていく必要も考えられる。米国では、中

小企業向けの DC 制度として州政府が運

営する制度への強制加入が進められてい

る例もある。あるいは、中小企業向け退

職給付制度への自動加入なども考えれれ

る。一方で、Maloney and McCarthy (2018)

は、中小企業における年金制度の自動加

入について分析している。彼らによれば、

大企業では年金制度の自動加入が成功し

ているが、この結果を中小企業に適用で

きるかについては、さらなる研究が必要

であるとしている。 

 本研究には一定の限界がある。本研究

では、企業の人事・財務に関する考え方

や設立年を外生変数として扱ったが、こ

れらの変数は、退職給付制度と同時決定

的（内生的）である可能性もある。この

ような場合は、操作変数法などを利用し

て推計する方が望ましいが、そのために

は、企業の人事・財務に関する考え方や

設立年には直接に関連があり、退職給付

制度の有無には直接には関連がない操作

変数を設定する必要がある。残念ながら、

今回のサーベイ調査では、操作変数とで

きる変数を見つけることが難しかったた

め、同時決定性（内生性）の問題は今後

の研究課題としたい。 
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○第３章 中小企業の年金制度設立の障

害要因に関する分析 

 まず、DB 年金設立の障害要因としては、

手続き上の負担、従業員規模、株主・親

会社の理解を得ることが要因として考え

られる。DC 年金設立の障害要因としては、

財政的負担、手続き上の負担が要因とし

て考えられる。また、DC 年金実施企業に

おいては投資教育も負担となっている可

能性がある。さらに、年金制度と退職金・

雇用延長との関係では、退職金が多い企

業ほど、定年延長を行っている企業ほど

年金制度がない傾向が認められた。企業

の年金制度の設立が従業員への他のベネ

フィットを考慮して総合的に決定される

可能性がある。 

 

 なお、2020 年 3 月 25 日に予定してい

たワークショップは新型コロナウイルス

感染症の影響を考慮して中止したが、同

日、厚生労働省年金局企業年金・個人年

金課へ研究結果を報告し、意見交換した。 

 

 

E．健康危険情報 

なし。 

 

 

F．研究発表 

1.  論文発表 1 件 

北村智紀・中嶋邦夫, "An investigation of 

policy incentives for delaying public 

pension benefit claims," REVIEW OF 

BEHAVIORAL FINANCE, ahead-of- 

print (2020/4/15 Web 掲載). 

※これ以外に、投稿中 1 件（審査への影

響を考慮して詳細は記載しない）。 

 

2.  学会発表 8 件 

岩崎敬子・中嶋邦夫・北村智紀「税制優

遇リテラシーと老後準備行動」 日本

経済学会2019年度春季大会, 2019年6

月. 

岩崎敬子・中嶋邦夫・北村智紀 , "Tax 

Literacy and Personal Investments for 

Post-Retirement Years," American 

Economic Association Annual Meeting 

2020 in San Diego, 2020 年 1 月. 

北村智紀・中嶋邦夫, "An Investigation of 

Policy Incentives for Delaying Public 

Pension Benefit Claims," 日本経済学

会 2019 年度春季大会, 2019 年 6 月. 

北村智紀・中嶋邦夫, "An Investigation of 

Policy Incentives for Delaying Public 

Pension Benefit Claims," 日本ファイ

ナンス学会 第27回大会, 2019年 6月. 

北村智紀・中嶋邦夫, "An Investigation of 

Policy Incentives for Delaying Public 

Pension Benefit Claims," Western 

Economic Association Annual 

Conference 2019, 2019 年 6 月. 

北村智紀・中嶋邦夫, "An Investigation of 

Policy Incentives for Delaying Public 

Pension Benefit Claims," European 

Economic Association Annual Congress 

2019, 2019 年 8 月. 

北村智紀・中嶋邦夫「中堅企業における

雇用方針及び退職給付制度への認識

と導入」日本経済学会 2020 年度春季

大会, 2020 年 6 月. 

中嶋邦夫「日本の中小中堅企業における

退職給付実施の要因分析」 生活経済

学会第 35 回研究大会, 2019 年 6 月. 
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